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Unifiedly described-four layered assurance case for increasing the feasibility of 
accomplishing management vision 
- Proposal of D-Case description method and evaluation method for solving six 




The purpose of this research is to propose a four-layered assurance case using D-Case 
as the description method. The research aims to 1) increase the feasibility of 
accomplishing management vision by connecting, with use of unified description, the 
four layers of management vision, management strategy, business process, and IT 
system, 2) address six communication challenges in the four layers, which are related to 
discussion on business improvement, and 3) enable companies to evaluate the created 
D-Case by using the proposed D-Case evaluation method.  
This research aims to connect the four layers by using an assurance case 
(ISO15026-2-2011) in consideration of the fact that forecasting is hard in the 
fast-changing environment, and the assumptions of a yearly plan could change. The 
management is always conscious of the feasibility of a new measure, or a strategy. They 
however found it hard to assume a path for accomplishment due to the difficulty of 
forecasting, and the little usefulness of a yearly plan due to changes in the assumptions. 
Additionally, companies are likely to develop strategies not logically based on an 
objective analysis, but illogically based on the beliefs of the management, and the 
situations of the companies. Connecting the four layers, however, are likely to enhance 
the feeling of agreement among the members of the organization.  
The communication challenges addressed in this research include:  
1) Companies fail to share the management vision (purpose) sufficiently.  
2) Employees fail to smoothly collaborate with other departments and groups because 
they do not grasp the connection of the work they engage in, and the other work.  
3) Employees are not motivated with the work they engage in, and do not contemplate 
the purpose of the work.  
4) There are many cases business improvement proposed by employees are not accepted 
because conventional ways are preferred.  
5) Organizations fail to assess the functions required for IT systems sufficiently.  
  
6) Organizations need to handle the new requirements for IT systems. 
For evaluating the proposed methods, this research collects data through 
questionnaires and interviews on the D-Case description results at companies. The 
research lastly shows the evaluation results of the feasibility of accomplishing 
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図 1-3 コミュニケーションの種類を示す図 
 
図 1-4 6つのコミュニケーション課題と各階層の対応図 
 
図 1-5 コミュニケーション課題が発生した場合に下位階層に伝わらない図 
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・機能 A 必要な機能を十分に検討したかの判断 
・機能 B 検討した結果を「検討した」と判断の可視化 
・機能 C 業務に対する影響範囲の可視化 
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・機能 D 業務システムに対する影響範囲の可視化 












































































































































本研究では，Kellyらの提案した GSN（Goal Structuring Notation）（GSN Community.(2011)）

















図 2-1 議論する対象範囲の人が許容できるレベルを定める図 
表 2-1 D-Caseのノード 
 
 
















































































 図 2-3に示すような手順で実施した． 
・90分講義 








































































































20’s L, M 
30’s B, C, E, J, N 
40’s A, D, F, K 







表 2-6 ｔ検定結果 




表 2-7 オープンコーディング結果 
 





表 2-6 は，作成されたアシュアランスケースによって可視化された強みと弱点を t 検定
によって評価した結果を示している．表 2-6 に示すように，p = 0.027 で平均値との差が
有意に確認された．また，オープンコーディング結果を表 2-7に示す． 
表 2-7 より，デメリットと定めた「提案内容に対する効果的記述の必要条件がある」が
















































































































































 3.1 節にて，4 階層型アシュアランスケースの概要を示す．次に，3.2.1 節にて，経営ビ
ジョン～業務プロセスモデルの階層型アシュアランスケース記述法，3.2.2節にて，業務プ




































































ユースケース記述より機能抽出を行うと図 3-6と図 3-7 のように対応関係で導出できる． 
 




図 3-7 ユースケース記述と機能抽出の対応関係 2 
 
図 3-8機能要求一覧と FFBDの対応関係 

































































































図 3-12課題①の AsIs・ToBeの図 
 
図 3-13課題②の AsIs・ToBeの図 
 




図 3-15課題④の AsIs・ToBeの図 
 
図 3-16課題⑤の AsIs・ToBeの図 
  
























ノードの図番号を図 3-18 に示している．図 3-19～図 3-40 にそれぞれのステップで用い
る図を示す． 
＜経営ビジョンモデルのステップ＞ 
・ステップ① （図 3-18-図 2）『ゴール』を設定する 
記述例 経営ビジョンはできる．社会への貢献はできる 
・ステップ②-1 （図 3-18-図 3）『ゴール』をサブ目的で分解するために，サブ目的を『コ
ンテクスト』に設定する 
記述例 経営ビジョンは，サブ目的「売上 1000億」「海外比率 50％」に分けられる 
・ステップ②-2 （図 3-18-図 4）サブ目的間で優先順位が重要であれば，優先順位がある
事を『コンテクスト』に設定する 
記述例 経営ビジョンのサブ目的には優先順位がある 
・ステップ③ （図 3-18-図 5）『ストラテジ』を用いてサブ目的（と優先順位）によって
分ける 




記述例 「売上 1000億は最低限できる」「経営ビジョンのサブ目的は優先順位を設定する」 
・ステップ④-2 （図 3-18-図 9）優先順位がある場合に『エビデンス』を設定する 
記述例 中期経営計画書 
以下，ステップ④＝ステップ①として，サブ『ゴール』を分解しないところまで繰り返し 
・ステップ⑤ （図 3-18-図 10）『ストラテジ』を用いて，最下位の『ゴール』を，経営ビ
ジョンと経営戦略に分ける 
記述例 「売上 1000億」を経営ビジョンと経営戦略に分けられる 
・ステップ⑥ （図 3-18-図 11,図 12）経営ビジョンの『ゴール』と経営戦略の『ゴール』
をそれぞれ設定する 
記述例 経営ビジョンの「売上 1000億」はできる 
記述例 経営戦略の「売上 1000億」はできる 
・ステップ⑦ （図 3-18-図 13）経営ビジョンの『ゴール』に『エビデンス』を設定する 






















































































図 3-20 ステップ②-1の記述例（1） 
 
図 3-21 ステップ②-2の記述例（2） 
 
図 3-22 ステップ③の記述例 
 
図 3-23 ステップ④-1の記述例（1） 
 
図 3-24 ステップ④-1の記述例（2） 
 
図 3-25 ステップ④-1の記述例（3） 
 
図 3-26 ステップ④-2の記述例 
 




図 3-28 ステップ⑥の記述例（1） 
 
図 3-29 ステップ⑥の記述例（2） 
 
図 3-30 ステップ⑦の記述例 
 
図 3-31 ステップ⑧-1の記述例 
 
図 3-32 ステップ⑧-2の記述例 
 
図 3-33 ステップ⑨の記述例 
 
図 3-34 ステップ⑨で分解した『ゴール』記述例（1） 
 




図 3-36 ステップ⑨で分解した『ゴール』記述例（3） 
 
図 3-37 ステップ⑩の記述例（1） 
 
図 3-38 ステップ⑩の記述例（2） 
 
図 3-39 ステップ⑩の記述例（3） 
 

























































































図 3-42 ステップ①の記述例 
 
図 3-43 ステップ②-1,2の記述例 
 




図 3-45 ステップ④-1の記述例（1） 
 
図 3-46 ステップ④-1の記述例（2） 
 
図 3-47 ステップ④-2の記述例 
 
図 3-48 ステップ⑤の記述例（1） 
 
図 3-49 ステップ⑤の記述例（2） 
 
図 3-50 ステップ⑥の記述例 
 




図 3-52 ステップ⑧の記述例 
 











































































































図 3-57 ステップ⑤の分解できない『ゴール』 
 
図 3-58 ステップ⑥の記述例 
 
図 3-59 ステップ⑦の記述例(1) 
 
図 3-60 ステップ⑦の記述例(2) 
 
図 3-61 ステップ⑧の記述例 
 
図 3-62 ステップ⑧の『ストラテジ』で分解したサブ『ゴール』の記述例 
 
図 3-63 ステップ⑧の『ストラテジ』で分解したサブ『ゴール』の記述例 
 




図 3-65 ステップ⑩の記述例 
 
図 3-66 ステップ⑪の記述例 
 
図 3-67 ステップ⑪の『ストラテジ』で分解したサブ『ゴール』の記述例 
 
図 3-68 ステップ⑫の記述例 
 













































∑ (Ki・Sgi)ni=1      (1) 
Ki：各 Evidence，Monitor，Undevelopedに重み付けを設定するための比率 
n：評価するゴールに紐付けされた下位の Evidence，Monitorと Undeveloped の総数 
Sgi：評価するゴールに紐付けされた下位の Evidence，Monitor と Undeveloped の結果
（Evidenceと Monitorは 1，Undevelopedは 0とする） 
計算式(1)を用いた場合には，「組織内で把握している品質の保証した割合」を表してい
る．したがって，計算式(1)の結果が 100％であれば，全ての業務は明文化されており，何







∑ (Ki・SgBi)ni=1    (2) 







考慮を減点方式で行うことから， Ge1 ≥ Ge2 の関係が常に成立する．ただし，Kiは，全て
の Evidence と Monitor と Undeveloped について，1 とした．1 つの事例に対しての各計算


























































































































































































図 4-4 コミュニケーションの関係図 
 




























図 4-6 「新規手配構成」の関係図 
 
 







































































































































































































































































4.2.2.3.2 アンケートの 7段階の順序尺度結果 
各課題への質問に対する結果を表 4-9に示す．各項目について，「どちらでもない」への
回答はあったが「そう思わない」の回答は無かった． 







































































































































































ード数について，『ゴール』は 77個，『モニタ』は 15個，『ストラテジ』は 26 個，『エビデ










 3.2.3節で示したように，実現する機能には，機能 B～Eがある．一つずつ検証を行う． 
 






















図 4-12 業務プロセスモデルと情報システムモデルの記述結果 
 










































































































4.3.3  アンケート調査結果 




アンケート回答者の属性は，表 4-12，表 4-13に示すとおりである． 
 
4.3.3.2 アンケートの 7段階の順序尺度結果 




 表 4-16は，以上の手順で得られた結果を示している． 
 
表 4-12 「年代」と「性別」のクロス集計表 
 
表 4-13 「性別」と「部下の有無」のクロス集計表 
 
表 4-14 「必要性」と「有効性」の平均値と標準偏差 
 









業務改善の必要性の把握 0 35 
数値化によって目標設定 34 14 
優先順位の明確化 9 24 
マニュアル作成判断 18 0 
共通認識を持つこと 16 11 
業務の引継ぎ 6 0 
業務の分担 5 0 
時系列で従業員の意識の把握 0 4 
業務の成熟度の把握 3 0 
リスク回避 2 1 
コスト削減 0 1 
人的リソースの把握 0 1 
 











































































































































図 4-18手順 8までの定性的コーディング手順 
 






























アンケートの結果を評価するために，本調査では Dunnett の t 検定を使用し，アシュア
ランスケースに記述されている経営戦略実施前と実施後の 4 モデルを比較した． Dunnett
の t 検定では，「経営戦略_ASIS」が最も高い平均値を示したため，「経営戦略_ASIS」をコ
ントロールとして設定しました．Dunnettの t検定の結果を表 4-19に示す． 
「ITシステム_TOBE」については，その差が平均値に関して有意であり，p = 0.040を示








0-5 1 3 4 
6-10 7 9 16 
11-20 9 18 27 
21- 17 3 20 
合計 34 33 67 
100 
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効率的・効果的な Evidence を関連付けることができるかを考えること 
慣れの問題かとは思うが，ゴールを規定するストラテジに沿って分解するとき，どの程度
の大きさで分解したら良いのか分からず，ずいぶん難しく感じた． 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































基幹 IT システムが業務プロセスと整合したかを評価できるとともに，基幹 IT システムの
適正な設計が経営戦略の実現には不可欠だから． 






































































































基幹 IT システムが業務プロセスと整合したかを改めて評価できるとともに，基幹 IT シス
テムの改善が経営戦略の実現には不可欠だから． 
IT は tactics(process)の写像だから 
実現できない理由が基幹システムにあった場合，その原因を特定する必要があるため． 
幹システムと経営ビジョン，経営戦略が強く関係していると理解している人が少ないし，
実際に影響度が分からないから． 
次の中期に反映できるから． 
さらなる改善に繋がるため 
導入効果の確認，更なる改善が可能かの継続． 
評価を受けて改善につなげられるから． 
投資コストが大きいため 
戦略達成に，基幹システムの改革が影響するなら，確認する必要あります． 
次のステップの課題整理のため 
戦略を評価するためのデータが取れていれば基幹システムの事後評価はそれほど重要とは
思わないため 
IT システムの課題を経営戦略に生かすべきと思います． 
戦略にマッチしたサポート環境だったかの確認および修正箇所の特定のために必要 
結果に ITが与えた影響を評価することには意味があると思うから 
計画の一部なら，評価が必要 
狙い通りか？を知らねば評価できない． 
事後では，このケースは完全に遅いですね． 
ビジョンに向けての現時点の到達点，残課題，次の改善のポイントを明確化する為． 
ＩＴシステムは常に日進月歩なので，経営戦略やプロセスを実施途中でも見直しをするの
は必要ですし，最後にどうだったかを評価する事は有効と思います． 
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ものさしがあれば使用した方が良い．フィードバックに役立てる 
振り返りが大事だから 
IT システムは経営戦略実施前と後で変化が激しいため．（セキュリティやソフトウェアの更
新などによってシステムが変化する可能性があるため．） 
事業運営上で無駄がないかを確認するべきと思うので． 
システムの改善につながるから． 
システムの漏れ，抜けを無くすためにも有効と思う． 
事後では遅い．ただし，事前評価の方法が正しかったのかを判断することはでき，経営ビ
ジョンに対する戦略を修正，さらに長期の経営戦略実現に繋がるとは思う． 
事後に確認しないと改善できないので． 
PDCAを回すことで次に繋がる 
次年度の設備投資につなげられる． 
経営戦略を実現するにあたり，適切な ITシステムは現代では必須だから． 
翌年の改善に活かせると思うため 
IT システムそのものを単体で考えた場合，事後の評価は重要である． 今回の有効性の確認
は，「経営ビジョンと経営戦略（２～５年間の経営戦略）を実現するため」であるため，や
はり影響力の大きいものは，経営ビジョンと経営戦略である． 
やったことがないんです． 
新たな IT導入の為に必要な示唆を得ることができる． 
基幹システムが業績に寄与することを証明するために必要 
所詮ツールでしかないから． 
経営戦略の実施結果によって基幹システムを改善する必要があるから 
問題点の改修は必要 
業務プロセスとおなじ． 
戦略を実行する中で基幹システム起因の課題が発見された場合を除き，評価は必須ではな
いように思う 
システムは何らかの目的を達成するための手段であり，求められた動作をするか事が重要
であるため 
経営戦略実施後の再評価でシステム投資を行っても，2-5年スパンの経営戦略に反映できな
い． 
次に活かすため．また，遂行しながら随時チェンジは行いにくいため． 
ＩＴシステムは業務プロセスに対する妥当性を確認すればよいから． 
以後の知見として貯めるべき 
実施後にこそ，根幹システムの良い更新が可能になると考えるから． 
時すでに遅し，だから． 
経営戦略が基幹システムと関連性があるのであれば，評価が必要．直接関係がなければ，
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評価は不要． 
経営戦略の実施前に基幹システムが経営戦略に基づいているかを評価しており，改めて評
価する必要はない． 
IT システムが経営戦略に影響するようになれば，たぶん，経営者は不要になるかもしれな
い． ましてや経営ビジョンとなると言わずもがなである． 
 
 
